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１．港湾工事積算基準体系

請
負
工
事
費

工
事
価
格

消費税等相当額

工
事
原
価

間接工事費

施工歩掛 ⇒ 施工実態調査（モニタリング調査・詳細調査）

労務単価 ⇒ 潜水士（ダイバー）の日額賃金単価調査・船舶
工事労務費調査等

材料費

船舶・機械等経費 ⇒ 船舶および機械器具等の損料･燃料消費
率改定のための実態調査

共通仮設費 ⇒ 間接工事費等諸経費動向調査

現場管理費 ⇒ 間接工事費等諸経費動向調査

直接工事費

一般管理費等 ⇒ 間接工事費等諸経費動向調査

※記載している調査項目は、港湾局が実施しているものに限る。
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２．港湾工事積算基準類の調査

【調査の目的】
港湾局が実施する各種実態調査は、請負工事の予定価格の基礎となる積算価格について、施工現場における

実態を的確に把握・分析し、その結果を積算基準、損料基準及び港湾工事における労務単価等の各種基準類に
的確に反映させ、必要に応じてこれらの改定を行うことを目的として実施するものである。

施工実態調査（モニタリング調査・詳細調査）【工事受注者へ依頼】
• モニタリング調査

全ての工事及び業務（詳細調査を除く）を対象として実施するものであり、実際の施工に要した労
力、資材および機械数量と「現行の積算基準」との乖離の有無を把握することを目的とした調査であ
る。

• 詳細調査
モニタリング調査等により、「現行の積算基準」と実際の施工との間に乖離が確認された工種を対

象に、短期的・集中的に実施するものであり、労力、資材、機械数量および施工能力に関する実態値
を把握し、その結果を積算基準の改定に反映させることを目的とした調査である。

間接工事費等諸経費動向調査【工事受注者へ依頼】
港湾工事（浚渫工事・構造物工事）における共通仮設費および現場管理費にかかる費用ついて、調

査・解析を実施し、その結果を共通仮設費および現場管理費の率並びに補正係数の改定に反映させる
ことを目的とした調査である。

船舶および機械器具等の損料･燃料消費率改訂のための実態調査【船舶等所有者へ依頼】
港湾工事において使用される作業船等を対象として、船舶の実勢取引価格、維持修理および管理等

にかかる費用並びに燃料消費率について調査・解析を実施し、その結果を積算基準（単価表）および
船舶および機械器具等の損料算定基準の改定に適切に反映させることを目的とした調査である。

潜水士（ダイバー）の日額賃金単価調査・船舶工事労務費調査【関係事業所へ依頼】
港湾工事等の積算に使用される潜水士（ダイバー）および船舶製作工等の労務単価について、調

査・解析を実施し、その結果を各種単価の改定に適切に反映することを目的とした調査（ ※公共工事
設計労務単価（51職種）とは別途の調査）である。
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３．施工実態調査から積算基準改定までの流れ

モニタリング調査
（動向調査・解析）

詳細調査
（詳細調査・解析）

（
令
和
◇
年
度
竣
工
工
事
対
象
）

解
析
・

継
続
調
査

★
調
査
票
配
布
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和
●
年
度
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工
工
事
対
象
）

解
析
・

継
続
調
査

（
令
和
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・
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調
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動
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※標準的な流れであり、これに依らない場合がある

◆施工実態調査

は、
工事受注者が施工実態値
を記入・提出するイメージ
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４．間接工事費等諸経費動向調査・船舶等損料調査から基準改定までの流れ

◆間接工事費等
諸経費動向調査
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査
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※標準的な流れであり、これに依らない場合がある
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は、
工事受注者が施工実態値
を記入・提出するイメージ
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５．施工実態調査等による改定項目例

船舶および機械器具等の損料･燃料消費率改訂のための実態調査による改定：船舶・機械の損料 等

施工実態調査による改定：能力、１日当り運転時間、船舶・労務構成 等

○グラブ浚渫船（普通地盤用）の場合（R8年度改定の事例）

単価表 単－11 ２．グラブ浚渫船

船舶損料算定表 船１ グラブ浚渫船（赤字は改定箇所）



５．施工実態調査等による改定項目例

○潜水士船（普通地盤用）の場合（R8年度改定の事例）

改定前 改定後

船舶および機械器具等の損料･燃料消費率改訂のための実態調査による改定：船舶・機械の損料 等

施工実態調査による改定：能力、１日当り運転時間、船舶・労務構成 等

単価表 単－28 １８．潜水士船 → 潜水士船の大型化による改定（270PS型→320PS型）

船舶損料算定表 船６ 潜水士船（赤字は改定箇所）
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改定前 改定後

６．間接工事費等諸経費動向調査による改定項目例

○現場管理費率の場合（R6年度改定の事例）
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• 本調査は、実際の施工および業務の実態を積算基準
や各種単価等に適切に反映させ、今後の港湾工事等
における適正な予定価格の設定に活用することを目
的として実施しております。

• 調査対象となる工事・業務の受注者ならびに船舶所有
者等の皆様におかれましては、本調査の趣旨をご理
解のうえ、各調査票への記入および回答について、ご
協力くださいますようお願いいたします。
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７．調査協力のお願い


